
令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務 企画提案募集要領

この要領は、「令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務（以下「本業務」

という。）」を委託する事業者を選定するために実施する企画提案募集について、必要な事

項を定める。

１ 目的・趣旨

静岡県では、静岡茶の本来価値を国内外に広く発信し、世界に通用するブランドとし

て確立するため、「JAPAN TEA SHIZUOKA」の取組を進めている。

本業務は、「JAPAN TEA SHIZUOKA」の取組や静岡茶の魅力について、新聞・テレビ・雑

誌・Web 等のメディアに対し、各媒体や記者の関心に応じた情報提供や企画提案を行

い、記事・番組等として取り上げられる機会を創出することで、ブランドの認知度及び

価値の向上を図ることを目的とする。

また、東京において、メディア誘致、バイヤーや小売店等との接点づくり、招待客へ

のブランド訴求を組み合わせたイベントを開催するとともに、海外向けの情報発信を行

い、国内外におけるブランドの認知拡大につなげる。

２ 業務の内容等

(1) 業務名

令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務

(2) 業務内容

別添「令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務企画提案仕様書」のと

おり

(3) 委託期間

契約締結日から令和９年３月 31 日まで

(4) 契約金額（消費税及び地方消費税を含む。）

総額は金 5,850,000 円を上限とする。

３ 公告

令和８年 10 月 16 日（金）に静岡県ホームページ内「お茶振興課ページ」に掲載する。

４ 応募資格に関する事項

本業務に関する応募者は、次に掲げる条件を全て満たす者とする。

(1) 業務遂行にあたり、豊富な知識・手段を有する者であること。また、充分な事業実

施体制を有しており、迅速かつ具体的な打合せ及び連絡調整が行える者であること。

(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者で

あること。



(3) 労働関係法令に基づく改善命令により、業務制限を受けるなど当事業遂行に支障が

生じていない者であること。

(4) 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

(5) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律

第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を

受けている者を除く。）でないこと。

(6) 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 475 条若しくは第 644 条の規定に基づく清算の

開始又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定に基づく破

産手続き開始の申立てがなされていない者であること。

(7) 迅速かつ具体的な連絡・調整ができ、緊急時に迅速な対応が可能な者であること。

(8) 次のアからキまでのいずれにも該当しないこと。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下

「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。

以下同じ。）である者

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外

の者をいう。）が暴力団員等である者

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原

材料の購入契約その他の契約を締結している者

５ 企画提案参加方法

(1) スケジュール

県ＨＰによる公告開始 10 月 16 日（金）

参加申込書の提出 10 月 21 日（水）午後５時まで

質問の受付 10 月 21 日（水）午後５時まで

企画提案書等の提出期限 10 月 26 日（月）正午まで(必着）

プレゼンテーション 10 月 28 日（水）

選定結果の伝達 10 月 30 日（金）まで

選定事業者との打合せ・契約締結 11 月上旬

なお、応募者の状況により変更する場合がある。

(2) 応募書類の配布

応募に関する書類については、次のとおり交付する。

交付期間 令和８年 10 月 16 日（金）から

交付方法 静岡県お茶振興課のホームページからダウンロードすること



(3) 質問及び回答

本業務に係る質問は、質問書（任意様式）により、令和８年 10 月 21 日（水）午後

５時までに静岡県経済産業部農業局お茶振興課宛てに電子メールで提出すること。

質問書の提出があった場合は、令和８年 10 月 23 日（金）までに質問者に電子メー

ルにて回答するとともに、静岡県お茶振興課ホームページに回答を掲載する。

(4) 応募書類の提出

企画提案に参加する者は、次により応募書類を提出するものとする。

６ プレゼンテーションへの参加承認及び当日案内の通知

交付資料
①令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務 企画提案募集要領

②令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務 企画提案仕様書

提出期間
提出書類①（参加申込書）：令和８年 10 月 21 日（水）午後５時まで

提出書類①以外：令和８年 10 月 26 日（月）正午まで（必着）

提出方法
持参又は郵送とする。ただし、提出書類①は電子メールでも可とする。

電子メール：japan-tea-shizuoka@pref.shizuoka.lg.jp

提 出 先 静岡県経済産業部農業局お茶振興課（静岡県庁東館９階）

提出書類

① 企画提案参加申込書（様式１）

② 企画提案書（様式任意）

③ 全体スケジュール計画（様式任意）

④ 業務体制（様式任意）

（総括責任者、業務遂行スタッフの氏名・所属・経験年数等）

⑤ 同種・類似業務の実績（様式任意）

⑥ 経費積算書（明細を記したもの）（様式任意）

⑦ 会社概要（法人の概要がわかるパンフレット等）

提出部数

・紙媒体８部（ただし、①は１部の提出とする）

原則としてＡ４判横とし、片面印刷とすること。

・電子データ１部

②～⑦の順に一つの PDF ファイルにまとめ、CD-R 等に保存して提出。

提案件数 企画提案は、１団体（個人）につき１件とする。

留意事項

① 使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨とする。

② 企画提案に係る一切の経費については、応募者の負担とする。

③ 企画提案参加申込書を提出した後、辞退する場合は、速やかに「辞退

届」（様式２）を提出すること。

④ 提出された企画提案書について、県から内容についての質問をする

ことがある。

⑤ 企画提案書の再提出は、提出期限内に限り認める。

⑥ 提出された企画提案書は返却しない。「辞退届」の提出があった場合

も、既に提出された企画提案書等は返却しない。

⑦ 次のいずれかに該当する企画提案は無効とする。

ア 民法（明治 29 年法律第 89 号）第 90 条（公序良俗違反）、第 93 条

（心裡留保）、第 94 条（虚偽表示）又は第 95 条（錯誤）に該当する

提案

イ 誤字、脱字等により必要事項が確認できない提案

ウ その他企画提案に関する条件に違反した提案



参加申込書類の確認後、プレゼンテーション参加の認否を 10 月 26 日（月）午後５時

までに電子メールにて通知する。参加を承認した事業者にはプレゼンテーションの当日

案内も併せて通知する。

なお、申込書類を提出したにもかかわらず通知期限までに認否の連絡がない場合は、

通知期限日の午後６時までに「11 応募先及び問合せ先」へ電話で問い合わせること。

７ 選定方法

(1) 選定委員会による選定

提出された企画提案書は、「令和８年度静岡茶ブランド広報・プロモーション業務企

画提案選定委員会」において、７(３)の審査基準に基づいて審査し、静岡茶ブランデ

ィングプロジェクト総合プロデューサーと協議の上、委託事業者を選定する。

審査は、提出された企画提案書及びプレゼンテーションにより行う。

(2) 企画提案書の説明

企画提案内容について、次のとおり説明（プレゼンテーション）による審査を行う。

(3) 審査基準

次の事項等を審査基準とする。

日 時 令和８年 10 月 28 日（水） ※時間は別途通知

場 所 静岡県庁東館会議室またはオンラインの選択

そ の 他

① 企画提案書に基づき説明すること。

② 補足資料がある場合は、当日８部用意すること。

③ プレゼンテーション資料は原則紙媒体のみとする。

④ 説明時間は 15 分以内とする。

項目 基準

(1)企画提案

ブランドのコンセプトや本業務の目的を踏まえ、発信内容、対象媒

体等が明確で、効果的な広報計画となっているか。

媒体の特性や記者の関心に応じた企画提案、個別の働きかけ、取材

調整等について、具体的な実施方法が示され、記事・番組等への露

出が期待できるか。

東京で開催するイベントについて、メディア誘致、販路開拓、招待

客対応を組み合わせた企画内容や実施方法が具体的に示され、実現

性と効果が期待できるか。

海外向け PR について、職員向け撮影レクチャー、ショート動画制

作、海外メディアへの情報発信等の実施方法が具体的に示され、効

果が期待できるか。

(2)業務の遂行

本業務と類似する広報活動、メディアへの取材誘致、イベント企

画・運営等の実績が豊富であり、掲載・放送等の具体的な成果が示

されているか。

業務を確実に遂行できる人員体制、役割分担、スケジュールが示さ

れ、総合プロデューサーの監修や関係者との調整に対応できるか。

(3)経費見積の 提案内容や業務量に見合った適正な経費見積りとなっているか。



８ 受託者の選定及び選定結果の発表

(1) 審査の結果、予算上限額の範囲内で、最も優秀な企画提案書を提出した応募者を委

託予定事業者として選定する。

(2) 選定結果は次のとおり伝達する。

９ 契約についての留意点

企画提案し選定された事業の内容・規模等については、選定された民間企業等と県と

の間で事前に協議の上決定し、契約仕様書案等を作成する。場合によっては、双方で調

整の上、提案内容に修正・変更を行うことがある。その後、見積書を徴する随意契約を行

い、契約締結となる。

10 公正な公募の確保

(1) 応募者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54

号）等に抵触する行為を行ってはならない。

(2) 応募者は、競争を制限する目的で他の応募者と参加意思及び提案内容について、い

かなる相談も行ってはならず、独自に企画提案書等を作成しなければならない。

(3) 応募者は、委託予定事業者の選定前に、他の応募者に対して企画提案書を意図的に

開示してはならない。

(4) 応募者が連合し、又は不穏な行動等をなす場合において、企画提案公募を公正に執

行することができないと認められるときは、当該応募者を参加させず、若しくは公募

の執行を延期し、又は取りやめることがある。

11 応募先及び問合せ先

(1) 名 称 静岡県経済産業部農業局お茶振興課お茶振興班

(2) 所在地 〒420-8601 静岡市葵区追手町９-６

(3) 連絡先 電 話 054-221-2674

ＦＡＸ 054-221—3688

（土曜日及び日曜日を除く午前９時から午後５時まで）

電子メール：japan-tea-shizuoka@pref.shizuoka.lg.jp

①日 時 令和８年 10 月 30 日（金）まで

②方 法 すべての応募者に電子メールにて通知する。

妥当性


